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1. 研究の背景 

わが国の地方都市では，市街地の拡散と少子高齢化

が進行し，行政サービスや公共交通サービスの維持が

将来困難になる可能性がある．それゆえ，サービスの

提供能力が限られている中で，少子高齢化に対応でき

る「持続可能なまちづくり」が求められている． 

 この問題に対する解決策として，政府は公共交通沿

線に都市機能や居住地を誘導した「コンパクトシティ

＋ネットワーク」の方針を定め，路線バス沿線を居住

誘導区域と位置付けている．行政サービスと公共交通

サービスは，コンパクトシティの導入によって同時に

改善できる可能性が高く，ある部門での改善が他の複

数部門に便益をもたらすことは「クロスセクター」と

定義されている．しかし，現状では地域公共交通計画

でクロスセクター効果を指標として設定した自治体は

少ない．このように，路線バスを軸としたコンパクト

シティ政策を目指しているのにも拘わらず，社会全体

にもたらす効果への理解は不十分である． 

 

2. 研究の位置付け 

(1) 既往研究の整理 

コンパクト化によるクロスセクターの研究として

は，行政評価から効果が期待できる項目を整理した研

究 1) があるが，定量的な把握は行っていない．路線バス

の黒字を維持できる集約シナリオを検討した研究 2)で

は，社会への効果全体の分析の必要性に触れつつ，そ

の一部として採算性の評価に留まっている．都市施設

の維持管理費に着目した研究 3)では，集約度が上がるに

つれて維持管理費が削減されることが示されている．  

(2) 本研究の目的 

コンパクトシティ政策や路線バスを維持することが

社会全体へのクロスセクター効果となることが明らか

になっているが，政府が提案する「コンパクト＋ネッ

トワーク」に着目し，クロスセクターを考慮した効果

全体の定量的な分析は行われていない．本研究では，

路線バスを軸としたコンパクトシティ政策について，

クロスセクター効果の視点から社会全体の効果を定量

的に把握し，その意義を考察することを目的とする． 

 

3. クロスセクター効果の算出手法の構築 

(1)  対象地域について 

本研究で対象とする地域は，北海道旭川市とする．

鉄道空白地域はバスが補完している都市であり，持続

可能な公共交通体系を考慮したコンパクト化の方針が

示されている． 

(2) コンパクト化シナリオの策定 

 本研究では，バス停半径 300m圏域をバス停圏，鉄道

駅の半径 500m圏域を駅勢圏とする．旭川市の都市計画

区域を対象として，人口の集約地域と撤退地域を設定

する．住み替え前を住み替え率 0 %とし，撤退地域から

集約地域への住み替え率を 4段階 (25 %，50%，75 %，

100 %)  設定し，平成 27年の国勢調査地域メッシュ統計  

(4次メッシュデータ) を用いて平成 27年時点での人口に

対して住み替え率を適用する．住み替え先は，旭川市

マスタープランで生活圏の異なる 6地区が分類されてい

ることから，同一地区内への移動とする (図-1)．  

集約地域の範囲は 2種類設定し，旭川市がバス停圏と

して定義する運行本数が 5本/日以上の路線沿線を集約

地域としたシナリオをシナリオ 1，運行本数が 30本/日

以上の高水準路線沿線に絞ったバス停圏を集約地域と

したシナリオをシナリオ 2とする (図-1)．撤退地域はバ

ス停圏および駅勢圏のどちらにも属さない公共交通空

白地域とし，集約地域にも撤退地域にも属さない地域

シナリオ1 シナリオ2 生活圏別の6地区 

  
 

図-1 都市計画区域における集約地域区分 
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は人口を変化させない維持地域とする． 

(3) 算出項目の分類と設定 

 本研究では，先行研究で示された行政評価の視点に

よるコンパクト化の相互作用のうち，「集住」並びに

「公共交通サービス」が影響を与える項目に着目し

た．また，路線バス自体がもたらすクロスセクターに

着目した研究 4)から，路線バスの利用可否に関わる効果

も項目として組み合わせることで，都市のコンパクト

化と路線バスの維持による双方のクロスセクター効果

を網羅的に把握する．ここまでの整理を踏まえ，バス

の移動手段の役割に関する分野として，運賃収入，医

療費 (健康)，撤退地域のデマンド交通経費の 3項目，移

動手段以外の社会経済に関する分野として，社会基盤

の維持管理費，地価の 2項目を，数値化して評価できる

項目として再整理した．住み替え前後での算出費用を

比較することでクロスセクター効果を把握する． 

(4) 各項目の算出方法 

(1) 運賃収入 

 バス停圏人口の増加に伴う運賃収入の増加額を算出

する．転入者も現在の分担率に従うと仮定し，バス利

用者数に 1人 1回当たりの平均運賃を乗じることで算出

する．本研究では，全人口に対する該当トリップ数を

トリップ率と定義し，メッシュ当たり人口にトリップ

率を乗じた人数を利用者数とする．ここでは，2002年

旭川都市圏パーソントリップ調査のゾーン別自宅発バ

ス利用トリップ数を用いる． 1人 1回当たりの平均運賃

は，2015年の乗合バス収支状況 5)から，地方都市におけ

る収入を乗車人員で除した値 (207円/人) を用いる． 

(2) 医療費 (健康) 

 バスを利用することで歩行量が増加し，医療費の削

減効果が期待できる．表-1の算出式を用いて算出する． 

(3) 撤退地域のデマンド交通経費 

 旭川市では，交通空白地域をデマンド交通でカバー

する方針であるため，本研究で撤退地域として扱う交

通空白地域の人口が削減されると，必要な運行経費の

削減効果が期待できる．初めに，地区別に撤退地域全

体で運行されるとして，平日朝夕と日中で必要台数を

算出する．平日朝夕は必要運行回数の分だけ台数が必

要とし，日中については運行時間の範囲内で必要運行

回数を最低限補える台数を必要台数とする (表-2) ．ここ

で算出された地区別時間帯別必要台数から，「一般貸

切旅客自動車運送事業の変更命令の審査を必要としな

い運賃・料金の額の範囲 (北海道運輸局)7) 」での貸切バ

ス料金の算出式 (表-3) を用いて経費を算出する． 

(4) 社会基盤の維持管理費 

社会基盤の維持管理費では，コンパクト化による削

減効果を算出する．自治体管理の施設のうち，費用の

算出が可能な以下の項目を対象とする． 

a) 小中学校 

小中学校は，全国の都市でのデータを元に算出され

た先行研究 3)の原単位を用いて，1校当たりの生徒数か

ら維持費を算出する．生徒数は，学区別総人口に生徒

数の割合を乗じた人数とする．初めに，原単位から住

み替え率 0%での費用を算出し，実績値との関係を確認

した．中学校については予測値が実績値よりも高額と

表-1 医療費の算出式 

医療費削減額＝メッシュ当たりバス利用者数＊1×1歩当たり

の医療費削減額*2×バス利用者がバス停まで歩く歩数*3×医

療費行政負担割合*4 

*1 ゾーン別 1 日当たり自宅発バス利用のトリップ率を，

メッシュ当たり人口に乗じて算出 

*2 筑波大学久野研究室によるデータ 6) : 0.061円/歩 

*3 旭川市が定義するバス停圏半径を用いる : 300 m 

*4 平成 27年度財源別国民医療費割合における国と地方の

割合 : 38.9 % 

 

表-2 デマンド必要台数と 1台当たり運行回数・走行時間 

必要台数  =  地区別必要運行回数*1×地区別往復走行距離*2÷ 

1台当たりの最大走行距離*3 

1台当たり運行回数 = 地区別必要運行回数÷必要台数 

1台当たり走行時間 = 地区別往復走行距離×1台当たり運行

回数÷デマンド旅行速度*4 

*1 地区別免許無タクシー利用者数×デマンド転換率を，

小型貸切バスの定員の上限である 29人で除して小数点

以下を切り上げた値とする． 

・地区別免許無タクシー利用者数は，2002 年旭川都市

圏パーソントリップ調査のゾーン別 1日当たり自宅

発タクシー利用のトリップ率 (平日朝夕は通勤通

学，日中は私用) をメッシュ当たり人口に乗じた人

数を，地区別に集計して算出． 

・デマンド転換率は，旭川市のタクシー利用者を対象

としたアンケート調査で，タクシー利用の理由とし

て「他に交通手段が無いから」と答えた人の割合． 

*2 地区別の人口を 1人以上有する撤退地域面積×2 

*3 デマンド旅行速度*4×運行時間 (現在の土休日のデマン

ド運行時間を用いて8.5 h ) 

*4 旭川市のデマンド想定旅行速度を用いる : 22.5 km/h 

 

表-3 デマンド運行経費の算出式 

デマンド運行経費＝必要台数×(1時間当たり料金＊1×1台当

たり走行時間 *2＋1 km当たり料金 *3×1台当たり走行距離 *4 )

×運行日数 *5×年間契約による補正係数*6 

*1 小型車の下限額 : 3080円 

*2 1台当たり走行時間 (3 h以下なら3 h)＋点検時間2 h 

*3 小型車の下限額 : 90円 

*4 地区別往復走行距離×1台当たり運行回数 

*5 日中は365日，平日朝夕は2015年の平日の日数 (246日) 

*6 年間契約による日数補正率 : 0.714 
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なったことから，予測値に対する実績値の割合を乗じ

ることで原単位の補正を行った (表-4)． 

次に，各学校の受け入れ可能な生徒数には限りがあ

ることから，各小中学校を規模別に分類する．「公立

学校施設費国庫負担金等に関する関係法令等の運用細

目 8)」において，学校の教室数と総面積が学級数ごとに

分類されていることから，旭川市の学校別学級数のデ

ータがある 2019年での学級数 9)を用いて学校規模を分類

した．1学級の最大生徒数は 40人であることから，各

区分における最大学級数に 40を乗じた値を最大生徒数

とする (表-5)．なお，2019年の総学級数は，本研究で人

口データを扱う 2015年と比べて 16学級減少しているこ

とから，2015年の生徒数を 40人で除した学級数による

分類の方が大きい場合には，後者の分類を採用する． 

人口移動により最大生徒数を超過した場合，学校の

増築と余裕のある別の学区に移動させる 2つのケースが

考えられる．前者の場合，1教室 (40人分) を増築するの

に必要な工事費は約 1億円 10)である．一方，仮に 40人

を生徒数 400人の別の学校に移動させると，維持管理費

の増加は表-4の式を用いて約 171万円となり，後者の方

が安価となる．そのため，生徒数が超過した学区で

は，当該学区から超過割合だけ人口を抽出し，生徒数

が超過した学区を除いて人口を再配分する． 

b) 上下水道・道路 

上下水道・道路は，メッシュ単位で人口に対する必

要量原単位を設定し，算出された必要量に 1 km単位で

の維持管理費原単位を乗じることで算出を行う． 

上下水道の必要量原単位は，旭川市のデータが得ら

れなかったことから，全国都市でのデータから算出さ

れた先行研究 3)の原単位を用いる．原単位から住み替え

率 0 %時点での費用を算出し，実績値との差の補正を行

った．道路の必要量原単位は，2010年の道路密度・道

路延長メッシュデータのうち「1 ㎢当りの道路延長 (幅

員合計)」を用いて，2015年の国勢調査 3次メッシュ人

口との関係を非線形回帰によって累乗近似を行った． 

維持管理費原単位は，旭川市の 2020年の決算 11)か

ら，維持管理費を総延長で除した値を用いる．具体的

には，上水道は配水費・給水費，下水道は管渠費，道

路は道路橋りょう維持費および除雪費を，総延長が影

響を与える費用として扱う．なお，除雪費については

年による積雪量の違いを考慮し，2017年～2020年の平

均値を用いる．設定した算出式を表-6に示した． 

(5) 地価 

 土地需要の増加によって地価が上昇し，固定資産税

の収入増加が期待できる．旭川市内 63地点の住宅地地

価と，その地点が所在する小地域の人口および面積か

ら，地価と人口密度の関係を算出した．その結果，直

線的な相関関係が得られたため，算出された値からメ

ッシュ単位での地価の算出式を設定した．地価を用い

た固定資産税収入の算出には表-7に示した式を用いる． 

 

4. クロスセクター効果の算出結果 

 各項目での算出結果を，シナリオ・住み替え率ごと

に整理すると，表-8のようになる．住み替え率を100 %

とした際，シナリオ1では約8 億円，シナリオ2では約10

億円の効果が得られる結果となった．内訳としては除

雪費の占める割合が高いことが分かった． 

 また，図-2では，全ての項目において住み替え率を上

げるにつれて効果が大きくなることを示している．シ

ナリオ別に見ると，いずれの項目でも100 %ではシナリ

オ2の方が大きな値となり，特に地価の項目において大

きな効果が得られることが分かった． 

表-6 上下水道・道路の維持費算出式 

項目 
必要量 [km / km2] 

x =メッシュ人口 

維持管理費原単位 

[万円 / km] 

上水道 0.0277 x 0.8192 17.27 

下水道 0.0066 x 0.9562 27.53 

道路 
維持 

0.5867 (x＋1) 0.4320 
62.66 

除雪 137.27 

 

表-7 固定資産税収入の算出式 

固定資産税収入＝メッシュ当たり地価＊1×課税対象地積*2×

課税評価額補正係数*3×住宅用地の特例による補正係数*4×

税率*5 

*1 旭川市での 1 km 当たり地価と人口の関係式を用いる : 

2.6037×メッシュ当たり人口＋7956.5 (決定係数 : 0.57) 

*2 1棟当たり平均課税地積×世帯数とする． 

・1 棟当たり平均課税地積は，2015 年の旭川市の住宅

用地総地積を課税対象棟数で除して算定 : 193.44 m2 

・世帯数は，メッシュ当たり人口を旭川市の 1世帯当

たり平均人数1.94で除して算定 

*3 地価に対する課税評価額の割合を用いる : 0.7 

*4 2015 年の旭川市の住宅用地における総課税標準額を総

課税評価額で除した値を住宅用地の平均値として用い

る: 0.21 

*5 旭川市における固定資産税の税率を用いる : 0.014 

 

表-4 小中学校の維持費算出式 

項目 
維持管理費原単位 [千円/箇所] 

x =学区別生徒数 

小学校 799.12 x 0.6000 

中学校 546.95 x 0.5939 

 

表-5 学級数ごとの最大生徒数 

学級数 1～2 3～5 6～11 12～17 18～23 

最大生徒数 80 200 440 680 920 
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 地区別の効果としては，運賃収入と小中学校の項目

において一部の地区で効果が負となった (図-3)．道路や

上下水道などの他の項目は，人口密度の増加が効果に

直結しやすいが，運賃収入や小中学校では，実際に利

用者が多い場所と集約地域の設定が異なっており，一

致しない地区で負の効果になったと考えられる． 

 

5. まとめ 

(1) 結論 

 本研究では，路線バスを軸としたコンパクトシティ

政策が社会全体に与える効果を，2種類のシナリオと4種

類の住み替え率を設定して算出した． 

 全体の効果としては，住み替え率を上げ，集約範囲

を狭めた方が大きな効果となることが分かった．いず

れの項目でも旭川市全体では正の効果となることか

ら，一部の地区では負の効果となっても全体で正の効

果を得ることが重要だと言える． 

地区別に見ると，運賃収入や小中学校では，一部の

地区で負の効果となる．このことから，バスの本数に

よる線引きよりも，これらが最大となるような集約地

域設定  (バス利用率が高い地域で，生徒数の多い学区)  

とした方が， 効果の最大化に繋がると考えられる． 

(2) 今後の課題 

 本研究では，2015年時点での人口に対して住み替え

率を設定したが，実際には住み替えは長期的な施策で

あり，その過程で少子高齢化が進行することから，人

口の将来予測を加味した効果の算出が必要である． 

 また，算出対象項目については行政と路線バスの収

支から設定したが，買い物活動の増加など，効果が期

待できる項目は他分野にも存在する．さらに，防災や

住民の幸福度など，費用としての数値化が困難な項目

についても，コンパクト化が影響を与える項目として

挙げられる．このような現時点で算出方法が確立して

いない項目への対応についても，今後の課題とする． 
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表-8 シナリオ・住み替え率ごとの算出効果 [万円] 

 

 

 

図-2 項目別の住み替え率による効果の変化 

 

項目 効果の種類 25% 50% 75% 100% 25% 50% 75% 100%

道路 支出削減 2,246 5,065 8,827 15,797 2,529 5,865 10,498 18,649

除雪 支出削減 4,921 11,095 19,336 34,605 5,541 12,848 22,997 40,853

上水道 支出削減 216 486 826 1,319 258 619 1,100 1,772

下水道 支出削減 57 128 217 338 68 165 299 476

地価 収入増加 1,883 4,526 7,875 11,920 2,684 7,397 13,927 21,533

小学校 支出削減 73 239 593 1,005 153 563 1,260 2,063

中学校 支出削減 41 100 186 302 83 262 458 671

運賃収入 収入増加 1,636 3,092 4,305 5,591 1,461 2,870 4,292 6,383

医療費 支出削減 56 106 148 192 50 99 148 220

デマンド交通 支出削減 879 1,648 1,946 6,454 879 1,648 1,946 6,454

12,007 26,484 44,259 77,523 13,707 32,334 56,927 99,074

【シナリオ1】住み替え率 【シナリオ2】住み替え率

合計

  

図-3 地区別での運賃収入・小学校・中学校における効果の変化 

 


